拉致問題早期完全解決を求める意見書
本年８月の日朝実務者協議において、北朝鮮が今後拉致被害者に関する全面的な調査のやり直しを開始すると同時に、日本が北朝鮮に対する経済制裁の一部を解除することで合意し、拉致問題の進展が見られるかと思われた矢先、９月に北朝鮮側から「福田内閣総辞職後の新政権の見解を見極めるまでは調査委員会の立ち上げを控えたい。」と通告してきた。
このことは日本の政局混乱を口実に再調査委員会の立ち上げを先延ばしし、拉致問題の棚上げを狙うものである。
そもそも、北朝鮮が誠実な対応をとることはこれまでの対応から非常に疑わしく、拉致問題の完全解決に向けては信ずるに足りない状況であり、このまま具体的な進展が見られない場合は、現行の経済制裁に加え、追加経済制裁の検討が必要である。
よって、国会及び政府においては、「拉致問題の解決無くして国交の回復無し」の方針のもと、拉致問題の早期完全解決に向けて、関係各国との連携を一層緊密にし、毅然たる姿勢で取組むことを強く要望する。
以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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